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４ 商品・役務分類別及び相談内容別相談件数 

(1) 商品・役務大分類別相談件数 

令和６年度の相談件数を商品・役務別で見ると、「商品」に関する相談が58,517件(構成比44.1％)、

「役務」に関する相談が70,676件(53.3％)、「他の相談」が3,349件(2.6％)である。 

令和６年度における商品・役務の大分類別の相談件数を見ると、最も相談が多かったのは、サービス

業のうち、Ｑ金融・保険サービス～Ｕ保健・福祉サービスの各項目に該当しない「他の役務」（11,254件）

で、全体の8.5％を占めている。 

次に相談が多かったのは、どの商品・役務別分類であるかを特定できない相談等を分類する「商品一

般」 (10,716件) で、全体の8.1％を占めている。 

第３位は、他の教養・娯楽や教室・講座等の相談が含まれる「教養・娯楽サービス」（10,639件：構成

比8.0％）である。 

第４位は、電報・固定電話や移動通信サービス等の相談が含まれる「運輸・通信サービス」（9,936件：

構成比7.5％）、第５位は、他の教養娯楽品や書籍・印刷物等の相談を含む「教養娯楽品」（9,085件：構

成比6.9％）の順になっている。 

増加率でみると、空調・冷暖房・給湯設備等の「土地・建物・設備」（5,751件）が対前年度140.4％と

大きく増加している。(表－11)  
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表－11 商品・役務大分類別相談件数の推移 単位：件 
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(2) 商品・役務中分類別相談件数 

商品・役務を中分類別で見た相談件数は、「表－12」のとおりである。前年度より件数の増加が最も多

い相談は、不審な電話等の「商品一般」で1,502件の増加（16.3％増）だった。次に増加が多い相談は、

医療脱毛の一部のクリニックの倒産による解約・返金トラブル等の「医療」で1,465件増加（39.7％増）

した。次いで「役務その他」が1,187件の増加（15.5％増）、「健康食品」が1,180件の増加（32.8％増）

となっている。 

表－12 商品・役務中分類別相談件数                         単位：件 
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一方、前年度と比べ最も減少した相談は、「化粧品」で 2,127 件の減少（29.8％減）であった。次い

で、エステティックサービス等を分類する「理美容」が 737 件の減少（26.2％減）、「デリバティブ取引」

が 432 件の減少（45.1％減）となっている。 

 

単位：件 
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(3) 相談件数の多い商品・役務 

相談件数の多い商品・役務を、中分類別に上位20位まで示したものが「表－13」である。 

最も多い相談は、「商品一般」(10,716件)で、相談全体の8.1％を占める。主な内訳は、架空請求と思わ

れる不審な電話やメールに関する相談である。 

第２位は「レンタル・リース・貸借」(9,884件)で、相談全体の7.5％を占める。その約８割を占めるの

が「賃貸アパート」に関する相談である。 

第３位は「役務その他」(8,847件)で、相談全体の6.7％を占める。「役務その他サービス」、「解錠サー

ビス」等の他の分類に属さないサービス業に関する相談である。 

第４位は「医療」(5,158件)で、「医療サービス」に関する相談が多く寄せられた。これは、医療脱毛の

一部の事業者が破産し相談件数が大幅に増加したことによるものである。 

第５位は「化粧品」（5,006件）で、相談全体の3.8％を占める。ＳＮＳ広告を見て、初回特別価格で安

いと思いお試しのつもりで商品購入の申込みをしたら、実は、複数回購入しなければならない「定期購

入」になっていた等の相談が多く寄せられた。 

前年度より増加が目立つ相談としては、「空調・冷暖房・給湯設備」が2,195件で対前年度比208.5％と

激増している。ガス点検を装って家に入り込み、給湯器の交換を契約させるトラブルに関する相談等が

多く寄せられた。 
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表－13 商品･役務中分類別相談件数 上位 20 位 単位：件 
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(4) 内容分類別相談件数 

内容分類別で見ると、「契約・解約」が圧倒的に多く、全相談件数の75.0％を占めている。次に多いのが

「販売方法」で全体の45.0％、次いで「接客対応」が14.9％となっている。 

前年度からの増加率で見ると、「施設・設備」（7.1％増）が増加した。そのほかに、「安全・衛生」（5.6％

増）、「品質・機能・役務品質」（3.9％増）等も増加している。(表－14) 

 

表－14 内容分類別相談件数 単位：件 

 
(複数選択項目) 
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(5) 内容キーワード別相談件数 

相談内容を、内容キーワード別に上位20位まで示したものが「表－15」である。なかでも多いのが「解

約一般※１」「インターネット通販」「返金」「電子広告」である。 

前年度からの増加率で見ると、「電話勧誘」(38.5％増)が大きく増加した。そのほかに、「クーリング

オフ一般※３」(18.7％増)、「家庭訪販」(18.5％増)等も増加している。 

 

表－15 内容キーワード別相談件数 上位 20 位 単位：件 

 
(複数選択項目) 

※１：解約に関する相談のうち「解約拒否」以外のもの  

※２：契約書・書面に関する相談のうち「書面不交付」「書面偽造」「書面不備」以外のもの 

※３：クーリングオフに関する相談のうち「クーリングオフ回避」以外のもの 
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(6) 商品・役務別内容別の相談件数 

商品・役務の大分類別における内容分類の件数は、「表－16」のとおりである。 

 

表－16 商品・役務大分類別の内容分類別相談件数(令和６年度) 

※「Z 他の相談」については、内容別分類はない。 
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単位：件 

 
（複数選択項目） 


